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(57)【要約】
【課題】出力電圧一定制御とリンク共振抑制制御を互い
の利点を損なうことなく同時に行い、それぞれの効果を
得る。
【解決手段】直流電圧検出部（201）からの直流電圧値
を電圧補正部（202）に補償器やフィルタを介さずに直
接入力する。したがって、瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬
時電圧低下からの復帰時などの電圧急変時においても電
圧補正部（202）はこれに応答して高速に補正処理を行
うことができる。また、制限部（212）によりリンク共
振補償量を一定の範囲に制限しているため、電圧急変時
にリンク共振補償量が過度に変動してしまうことを防げ
る。また、制限部（212）により一定の範囲に制限され
たリンク共振補償量を、制御演算部（204～208）内の適
切な制御帯域の補償器（206）に入力するため、必要以
上に高速に応答させずにすみ、安定に制御できる。
【選択図】図３



(2) JP 2013-34386 A 2013.2.14

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　　リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタを介して供給される直
流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供給す
るインバータ（140）を制御する装置であって、
　　前記インバータ（140）に供給される直流電圧変動の所定周波数帯域において、直流
電圧の増加時に前記インバータ（140）からモータに供給されるインバータ出力電圧を増
加し、直流電圧の減少時に前記インバータ出力電圧を減少させると共に、直流電圧の前記
所定周波数帯域以外においては、直流電圧の変動によるインバータ出力電圧の変動を抑制
する
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項２】
　　請求項１において、
　　前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、少なくとも前記ＬＣフィルタの共振周波数を
含む
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項３】
　　請求項２において、
　　前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、交流電動機（150）に供給する電流が指令値
に追従するように制御するフィードバック制御の周波数帯域以下である
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項４】
　　請求項２または３において、
　　所定周波数帯域は、交流電源（100）による電圧脈動の周波数未満に設定されいる
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項５】
　　請求項１～４のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧の所定周波数帯域成分の変動量の大きさに応じて、変動量が大きいほど
直流電圧の増加量に対する前記インバータ（140）からモータに供給されるインバータ出
力電圧を増加する割合を小さくすると共に、直流電圧の減少量に対する前記インバータ出
力電圧を減少させる割合を小さくした
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項６】
　　リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタを介して供給される直
流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供給す
るインバータ（140）を制御する装置であって、
　　出力電圧指令を算出する制御演算部（204～208）と、
　　前記インバータ（140）に供給される直流電力の電圧を検出する直流電圧検出部（201
）からの直流電圧値が直接入力され、当該直流電圧値に基づいて前記制御演算部（204～2
08）からの出力電圧指令を補正する出力電圧補正部（202）と、
　　前記インバータ（140）をＰＷＭ制御するための制御信号を前記出力電圧補正部（202
）からの出力電圧指令に基づいて算出するＰＷＭ算出部（203）と、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の変動成分（当該変動成分は
少なくとも直流成分を含まずかつ前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）成分を含む）を検
出する変動成分検出部（211）と、
　　前記変動成分検出部（211）により検出された変動成分に基づいて、前記ＬＣフィル
タによるリンク共振を抑制するための補償量（リンク共振補償量）を算出するリンク共振
補償部（213）と、
　　前記リンク共振補償量を所定範囲に制限する制限部（212）と、
　　前記制御演算部内の補償器（204～208）のうち前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）
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を制御可能な制御帯域を有するいずれかの補償器（206）への入力指令を、前記制限部（2
12）により制限されたリンク共振補償量により補正する補正部（214）とを備えている
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項７】
　　請求項６において、
　　前記制御演算部内のいずれかの補償器への入力指令はトルク指令または電流指令であ
る
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項８】
　　請求項６または７において、
　　前記制限部（212）の制限値は、前記リンク共振補償量による補正がない場合におけ
る前記ＬＣフィルタによる共振成分の振幅に比べて小さい値に設定されている
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項９】
　　請求項６～８のいずれか１つにおいて、
　　前記インバータ（140）に供給される直流電力は、交流電源（100）からの交流電力を
直流電力に変換するコンバータ（110）により供給されるものであり、
　　前記変動成分検出部（211）は、前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電
圧の前記交流電源（100）による脈動成分を検出する電圧脈動検出部（500）を備え、前記
電圧脈動検出部（500）により検出された脈動成分を前記変動成分から除去する
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項１０】
　　請求項６～９のいずれか１つにおいて、
　　前記インバータ（140）に供給される直流電力は、交流電源（100）からの交流電力を
直流電力に変換するコンバータ（110）により供給されるものであり、
　　前記ＬＣフィルタは、その共振周波数（f0）が、前記インバータ（140）に供給され
る直流電力の電圧の前記交流電源（100）による脈動成分の整数倍およびそれらの近傍の
周波数以外になるようにリアクトル（120）およびコンデンサ（130）が選定されている
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項１１】
　　請求項６～１０のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異
常検出部（215）をさらに備え、
　　前記制限部（212）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前記制限範囲
を調整する
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項１２】
　　請求項６～１０のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異
常検出部（215）をさらに備え、
　　前記リンク共振補償部（213）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前
記リンク共振補償量を調整する
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項１３】
　　交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコンバータ部（110）と、
　　リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタと、
　　前記コンバータ部（110）からの直流電力が前記ＬＣフィルタを介して供給され、当
該直流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供
給するインバータ部（140）と、
　　前記インバータ部（140）を制御するインバータ制御部（200）と
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を有する電力変換装置であって、
　　前記インバータ制御部（200）は、前記インバータ（140）に供給される直流電圧変動
の所定周波数帯域において、直流電圧の増加時に前記インバータ（140）からモータに供
給されるインバータ出力電圧を増加し、直流電圧の減少時に前記インバータ出力電圧を減
少させると共に、直流電圧の前記所定周波数帯域以外においては、直流電圧の変動による
インバータ出力電圧の変動を抑制する
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１４】
　　請求項１３において、
　　前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、少なくとも前記ＬＣフィルタの共振周波数を
含む
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１５】
　　請求項１４において、
　　前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、交流電動機（150）に供給する電流が指令値
に追従するように制御するフィードバック制御の周波数帯域以下である
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１６】
　　請求項１４まはた１５において、
　　所定周波数帯域は、交流電源（100）による電圧脈動の周波数未満に設定されいる
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１７】
　　請求項１３～１６のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧の所定周波数帯域成分の変動量の大きさに応じて、変動量が大きいほど
直流電圧の増加量に対する前記インバータ（140）からモータに供給されるインバータ出
力電圧を増加する割合を小さくすると共に、直流電圧の減少量に対する前記インバータ出
力電圧を減少させる割合を小さくした
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１８】
　　交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコンバータ部（110）と、
　　リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタと、
　　前記コンバータ部（110）からの直流電力が前記ＬＣフィルタを介して供給され、当
該直流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供
給するインバータ部（140）と、
　　前記インバータ部（140）を制御するインバータ制御部（200）と
を有する電力変換装置であって、
　　前記インバータ制御部（200）は、
　　前記インバータ部（140）に供給される直流電力の電圧を検出する直流電圧検出部（2
01）と、
　　出力電圧指令を算出する制御演算部（204～208）と、
　　前記直流電圧検出部（201）によって検出された直流電圧値が直接入力され、当該直
流電圧値に基づいて前記制御演算部（204～208）からの出力電圧指令を補正する出力電圧
補正部（202）と、
　　前記インバータ部（140）をＰＷＭ制御するための制御信号を前記出力電圧補正部（2
02）からの出力電圧指令に基づいて算出するＰＷＭ算出部（203）と、
　　前記直流電圧検出部（201）によって検出された直流電圧の変動成分（当該変動成分
は少なくとも直流成分を含まずかつ前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）成分を含む）を
検出する変動成分検出部（211）と、
　　前記変動成分検出部（211）により検出された変動成分に基づいて、前記ＬＣフィル
タによるリンク共振を抑制するための補償量（リンク共振補償量）を算出するリンク共振
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補償部（213）と、
　　前記リンク共振補償量を所定範囲に制限する制限部（212）と、
　　前記制御演算部内の補償器（204～208）のうち前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）
を制御可能な制御帯域を有するいずれかの補償器（206）への入力指令を、前記制限部（2
12）により制限されたリンク共振補償量により補正する補正部（214）とを備えている
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１９】
　　請求項１８において、
　　前記制御演算部内のいずれかの補償器への入力指令はトルク指令または電流指令であ
る
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項２０】
　　請求項１８または１９において、
　　前記制限部（212）の制限値は、前記リンク共振補償量による補正がない場合におけ
る前記ＬＣフィルタによる共振成分の振幅に比べて小さい値に設定されている
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項２１】
　　請求項１８～２０のいずれか１つにおいて、
　　前記変動成分検出部（211）は、前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電
圧の前記交流電源（100）による脈動成分を検出する電圧脈動検出部（500）を備え、前記
電圧脈動検出部（500）により検出された脈動成分を前記変動成分から除去する
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項２２】
　　請求項１８～２１のいずれか１つにおいて、
　　前記ＬＣフィルタは、その共振周波数（f0）が、前記インバータ部（140）に供給さ
れる直流電力の電圧の前記交流電源（100）による脈動成分の整数倍およびそれらの近傍
の周波数以外になるようにリアクトル（120）およびコンデンサ（130）が選定されている
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項２３】
　　請求項１８～２２のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異
常検出部（215）をさらに備え、
　　前記制限部（212）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前記制限範囲
を調整する
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項２４】
　　請求項１８～２２のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異
常検出部（215）をさらに備え、
　　前記リンク共振補償部（213）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前
記リンク共振補償量を調整する
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項２５】
　　請求項１８～２４のいずれか１つに記載の電力変換装置を備えている
ことを特徴とする空気調和機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　　本発明は、交流電動機を駆動するインバータを制御する技術に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　　一般的に、直流リンク部にフィルタコンデンサを有する電圧形インバータ装置では、
直流入力電圧の変動による出力電圧の変動を抑制する出力電圧一定制御が行われている。
この出力電圧一定制御を行う従来のインバータ装置の概略構成を図１に示す。なお、図１
では、制御系は簡略化して示している。また、出力電流検出部（160）をインバータ部（1
40）とモータ（150）間に配置しているが、モータ（150）に出力される電流が検出できる
構成であればよく、例えば、直流リンク部分にシャント抵抗を配置して電流を検出する構
成でもよい。
【０００３】
　　図１のインバータ装置は、制御部であるインバータ制御部（200）を備えている。該
インバータ制御部（200）は、インバータ部（140）へ入力される直流電圧の変動による影
響を出力電圧が受けないように電圧補正部（202）により補正を行う。具体的には、イン
バータ部（140）へ入力される直流電圧値を直流電圧検出部（210）により検出し電圧補正
部（202）に与える。電圧補正部（202）は、電圧指令値をこの直流電圧値で割り電圧補正
を行う（例えば、特許文献１、２の従来例を参照）。
【０００４】
　　ＰＷＭ算出部（203）は、インバータ部（140）をＰＷＭ制御するための制御信号を電
圧補正部（202）からの電圧指令値に基づいて算出し、この制御信号に応答してインバー
タ部（140）のスイッチング素子がオン／オフ制御される。
【０００５】
　　図１では、モータ（150）として同期電動機を想定した制御系を示している。同期電
動機の制御は、一般にd-q座標上に座標変換したモータモデルに基づいて行われる。d-q座
標上に座標変換した同期電動機の状態方程式を[数１]に示す。
【０００６】
【数１】

【０００７】
　　速度制御器（204）および電流制御器（206）は、例えばＰＩ制御を行う。ＰＩ制御を
行う場合の電流制御器（206）の伝達関数を[数２]に示す。
【０００８】
【数２】



(7) JP 2013-34386 A 2013.2.14

10

20

30

40

50

【０００９】
　　電流ベクトル制御器（205）では、例えばid*=0制御、最大トルク制御、弱め磁束制御
などを行う（例えば非特許文献１参照）。
【００１０】
　　一般に、電流制御器（206）により構成される電流制御系の制御帯域は、速度制御器
（204）により構成される速度制御系の制御帯域よりも大きく設定される。たとえば圧縮
機の駆動モータなどでは、速度制御系の制御帯域は１０Hz程度、電流制御系の制御帯域は
２００Hz程度に設定されることが多い。より高速で制御を行う必要がある演算処理は、速
度制御系や電流制御系を介さずに行う必要があり、図１では電圧補正部（202）による電
圧補正処理が該当する。
【００１１】
　　次に、電圧補正部（202）において行われる電圧補正について詳しく説明する。
【００１２】
　　直流入力電圧ＶＤＣのもとでキャリア周期Ｔ、パルス幅τでインバータ部（140）を
ＰＷＭ制御した場合（図２参照）の出力電圧（平均電圧値）Ｖ‾を[数３]に示す。
【００１３】
【数３】

【００１４】
　　出力電圧Ｖ‾と出力指令電圧Ｖ＊とが直流入力電圧ＶＤＣに依らず一致するように、
パルス幅τは[数４]により求められる。この式では、Ｖ＊をＶＤＣで割ることで、出力電
圧Ｖ‾が変動しないように電圧補正を行っている（ここでは、ＶＤＣで割る処理を電圧補
正としている）。このような処理を行うと、ＶＤＣの変動による出力電圧Ｖ‾の変動を抑
制できる。
【００１５】
【数４】

【００１６】
　　ここで、前記インバータ部（140）に入力される電流値をＩＤＣとすると、入力電力
Ｐｉｎは、
Ｐｉｎ＝ＶＤＣＩＤＣ

となる。
【００１７】
　　前記インバータ部（140）の出力電力Ｐｏｕｔは、電圧補正部（202）での電圧補正に
より一定値に制御され、
Ｐｉｎ＝Ｐｏｕｔ＝Ｐ（一定）…[ただしインバータ部（140）での損失を無視]
となり、入力電流はＩＤＣ＝Ｐ／ＶＤＣとなる。
【００１８】
　　そのため、インバータ部（140）の入力電圧ＶＤＣと入力電流ＩＤＣは、ＶＤＣが増
加すればＩＤＣが減少し、ＶＤＣが減少すればＩＤＣが増加するという関係になる。すな
わち、出力電圧一定制御を行う場合、入力側からみたインバータ部（140）は負性抵抗の
特性を示すことになる。
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【００１９】
　　一方、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタは、[数５]に示
す共振周波数ｆ０で共振する現象（リンク共振）が生じることがある。
【００２０】
【数５】

【００２１】
　　このリンク共振を抑制するためには、ＶＤＣ増加時にインバータ部（140）の出力を
増やしてＶＤＣの増加を抑制し、ＶＤＣ減少時にはインバータ部（140）の出力を減らし
てＶＤＣの減少を抑制する制御、すなわち、ＶＤＣが増加すればＩＤＣが増加し、ＶＤＣ

が減少すればＩＤＣが減少する制御を行う必要がある。しかしながら上述の出力電圧一定
制御を行うと、リンク共振を抑える方向とは逆側（ＶＤＣ増加→ＩＤＣ減少、ＶＤＣ減少
→ＩＤＣ増加）に電圧補正部（202）で補正をかけるため、リンク共振を抑制できない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２２】
【特許文献１】特公平7-36702号公報（特許第2004329号）
【特許文献２】特許第3212354号公報
【非特許文献】
【００２３】
【非特許文献１】「埋込磁石同期モータの設計と制御」、武田・松井・森本・本田、オー
ム社、2001/10/25
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２４】
　　上記の課題に対して[特許文献２]では、出力電圧一定制御とリンク共振抑制制御を互
いの利点を損なうことなく同時に行い、それぞれの制御の効果を得ることができる制御方
法が開示されている。[特許文献２]の図１に示されているように、この制御方法では、直
流電圧検出器（6）により検出した直流電圧に時定数分の遅れ（14）を与えて電圧演算補
正回路（11）に供給する。電圧演算補正回路（11）は、時定数分の遅れ（14）が与えられ
た直流電圧値（110）により電圧補正を行う。電圧演算補正回路（11）により得られた補
正値（106）に、さらに、直流入力電圧の変動量（102）を加算して補正を行う（13）。こ
のように、時定数分の遅れを設けて制御を周波数分離することで、出力電圧一定制御とリ
ンク共振抑制制御との干渉を防止している。
【００２５】
　　しかしながら、[特許文献２]の図１に示された制御方法では、時定数分の遅れ（14）
により、電圧演算補正回路（11）に入力される直流電圧値が遅れるため、インバータ部（
4）への入力電圧の急変時（たとえば、瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復
帰時など）に電圧演算補正回路（11）の応答が遅れ、制御に悪影響を与える。特に、イン
バータ部（4）の入力電圧が急増した際には、電圧演算補正回路（11）の応答が遅れるこ
とで出力電圧が増加し、さらに、上述のリンク共振抑制制御によりインバータ部（4）の
出力電圧が増加し、過電流となる。
【００２６】
　　本発明では、上記のような電圧急変時においても、出力電圧一定制御とリンク共振抑
制制御を互いの利点を損なうことなく同時に行い、それぞれの効果を得ることができるイ
ンバータ制御装置を提供することを主目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【００２７】
　　第１の発明は、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタを介し
て供給される直流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（
150）に供給するインバータ（140）を制御する装置である。
【００２８】
　　そして、第１の発明は、前記インバータ（140）に供給される直流電圧変動の所定周
波数帯域において、直流電圧の増加時に前記インバータ（140）からモータに供給される
インバータ出力電圧を増加し、直流電圧の減少時に前記インバータ出力電圧を減少させる
と共に、直流電圧の前記所定周波数帯域以外においては、直流電圧の変動によるインバー
タ出力電圧の変動を抑制する。
【００２９】
　　第２発明は、第１の発明において、前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、少なくと
も前記ＬＣフィルタの共振周波数を含む構成としている。
【００３０】
　　第３の発明は、第２発明において、前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、交流電動
機（150）に供給する電流が指令値に追従するように制御するフィードバック制御の周波
数帯域以下である構成としている。
【００３１】
　　第４の発明は、第２または第３の発明において、所定周波数帯域は、交流電源（100
）による電圧脈動の周波数未満に設定された構成としている。
【００３２】
　　第５の発明は、第１～第４の発明のいずれか１つにおいて、前記直流電圧の所定周波
数帯域成分の変動量の大きさに応じて、変動量が大きいほど直流電圧の増加量に対する前
記インバータ（140）からモータに供給されるインバータ出力電圧を増加する割合を小さ
くすると共に、直流電圧の減少量に対する前記インバータ出力電圧を減少させる割合を小
さくした構成としている。
【００３３】
　　第６の発明は、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタを介し
て供給される直流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（
150）に供給するインバータ（140）を制御する装置である。
【００３４】
　　そして、第６の発明は、出力電圧指令を算出する制御演算部（204～208）と、前記イ
ンバータ（140）に供給される直流電力の電圧を検出する直流電圧検出部（201）からの直
流電圧値が直接入力され、当該直流電圧値に基づいて前記制御演算部（204～208）からの
出力電圧指令を補正する出力電圧補正部（202）と、前記インバータ（140）をＰＷＭ制御
するための制御信号を前記出力電圧補正部（202）からの出力電圧指令に基づいて算出す
るＰＷＭ算出部（203）と、前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の変動
成分（当該変動成分は少なくとも直流成分を含まずかつ前記ＬＣフィルタの共振周波数（
f0）成分を含む）を検出する変動成分検出部（211）と、前記変動成分検出部（211）によ
り検出された変動成分に基づいて、前記ＬＣフィルタによるリンク共振を抑制するための
補償量（リンク共振補償量）を算出するリンク共振補償部（213）と、前記リンク共振補
償量を所定範囲に制限する制限部（212）と、前記制御演算部内の補償器（204～208）の
うち前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）を制御可能な制御帯域を有するいずれかの補償
器（206）への入力指令を、前記制限部（212）により制限されたリンク共振補償量により
補正する補正部（214）とを備えた構成としている。
【００３５】
　　第７の発明は、第６の発明において、前記制御演算部内のいずれかの補償器への入力
指令はトルク指令または電流指令である構成としている。
【００３６】
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　　第８の発明は、第６または第７の発明において、前記制限部（212）の制限値が、前
記リンク共振補償量による補正がない場合における前記ＬＣフィルタによる共振成分の振
幅に比べて小さい値に設定されている構成としている。
【００３７】
　　第９の発明は、第６～第８の発明の何れか１の発明において、前記インバータ（140
）に供給される直流電力が、交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコン
バータ（110）により供給されるものであり、前記変動成分検出部（211）は、前記直流電
圧検出部（201）により検出される直流電圧の前記交流電源（100）による脈動成分を検出
する電圧脈動検出部（500）を備え、前記電圧脈動検出部（500）により検出された脈動成
分を前記変動成分から除去する構成としている。
【００３８】
　　第１０の発明は、第６～第９の発明の何れか１の発明において、前記インバータ（14
0）に供給される直流電力が、交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコン
バータ（110）により供給されるものであり、前記ＬＣフィルタは、その共振周波数（f0
）が、前記インバータ（140）に供給される直流電力の電圧の前記交流電源（100）による
脈動成分の整数倍およびそれらの近傍の周波数以外になるようにリアクトル（120）およ
びコンデンサ（130）が選定されている構成としている。
【００３９】
　　第１１の発明は、第６～第１０の発明の何れか１の発明において、前記直流電圧検出
部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異常検出部（215）をさら
に備え、前記制限部（212）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前記制限
範囲を調整する構成としている。
【００４０】
　　第１２の発明は、第６～第１０の発明の何れか１の発明において、前記直流電圧検出
部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異常検出部（215）をさら
に備え、前記リンク共振補償部（213）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じ
て前記リンク共振補償量を調整する構成としている。
【００４１】
　　第１３の発明は、交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコンバータ
部（110）と、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタと、前記コ
ンバータ部（110）からの直流電力が前記ＬＣフィルタを介して供給され、当該直流電力
を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供給するイン
バータ部（140）と、前記インバータ部（140）を制御するインバータ制御部（200）とを
有する電力変換装置である。
【００４２】
　　そして、第１３の発明は、前記インバータ制御部（200）が、前記インバータ（140）
に供給される直流電圧変動の所定周波数帯域において、直流電圧の増加時に前記インバー
タ（140）からモータに供給されるインバータ出力電圧を増加し、直流電圧の減少時に前
記インバータ出力電圧を減少させると共に、直流電圧の前記所定周波数帯域以外において
は、直流電圧の変動によるインバータ出力電圧の変動を抑制する構成としている。
【００４３】
　　第１４の発明は、第１３の発明において、前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、少
なくとも前記ＬＣフィルタの共振周波数を含む構成としている。
【００４４】
　　第１５の発明は、第１４の発明において、前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、交
流電動機（150）に供給する電流が指令値に追従するように制御するフィードバック制御
の周波数帯域以下である構成としている。
【００４５】
　　第１６の発明は、第１４または１５の発明において、所定周波数帯域は、交流電源（
100）による電圧脈動の周波数未満に設定された構成としている。
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【００４６】
　　第１７の発明は、第１３～第１６のいずれか１つにおいて、前記直流電圧の所定周波
数帯域成分の変動量の大きさに応じて、変動量が大きいほど直流電圧の増加量に対する前
記インバータ（140）からモータに供給されるインバータ出力電圧を増加する割合を小さ
くすると共に、直流電圧の減少量に対する前記インバータ出力電圧を減少させる割合を小
さくした構成としている。
【００４７】
　　第１８の発明は、交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコンバータ
部（110）と、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタと、前記コ
ンバータ部（110）からの直流電力が前記ＬＣフィルタを介して供給され、当該直流電力
を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供給するイン
バータ部（140）と、前記インバータ部（140）を制御するインバータ制御部（200）とを
有する電力変換装置である。
【００４８】
　　そして、第１８の発明は、前記インバータ制御部（200）が、前記インバータ部（140
）に供給される直流電力の電圧を検出する直流電圧検出部（201）と、出力電圧指令を算
出する制御演算部（204～208）と、前記直流電圧検出部（201）によって検出された直流
電圧値が直接入力され、当該直流電圧値に基づいて前記制御演算部（204～208）からの出
力電圧指令を補正する出力電圧補正部（202）と、前記インバータ部（140）をＰＷＭ制御
するための制御信号を前記出力電圧補正部（202）からの出力電圧指令に基づいて算出す
るＰＷＭ算出部（203）と、前記直流電圧検出部（201）によって検出された直流電圧の変
動成分（当該変動成分は少なくとも直流成分を含まずかつ前記ＬＣフィルタの共振周波数
（f0）成分を含む）を検出する変動成分検出部（211）と、前記変動成分検出部（211）に
より検出された変動成分に基づいて、前記ＬＣフィルタによるリンク共振を抑制するため
の補償量（リンク共振補償量）を算出するリンク共振補償部（213）と、前記リンク共振
補償量を所定範囲に制限する制限部（212）と、前記制御演算部内の補償器（204～208）
のうち前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）を制御可能な制御帯域を有するいずれかの補
償器（206）への入力指令を、前記制限部（212）により制限されたリンク共振補償量によ
り補正する補正部（214）とを備えた構成としている。
【００４９】
　　第１９の発明は、第１８の発明において、前記制御演算部内のいずれかの補償器への
入力指令はトルク指令または電流指令である構成としている。
【００５０】
　　第２０の発明は、第１８または１９の発明において、前記制限部（212）の制限値は
、前記リンク共振補償量による補正がない場合における前記ＬＣフィルタによる共振成分
の振幅に比べて小さい値に設定されている構成としている。
【００５１】
　　第２１の発明は、第１８～第２０の発明の何れか１の発明において、前記変動成分検
出部（211）は、前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の前記交流電源（
100）による脈動成分を検出する電圧脈動検出部（500）を備え、前記電圧脈動検出部（50
0）により検出された脈動成分を前記変動成分から除去する構成としている。
【００５２】
　　第２２の発明は、第１８～第２１の発明の何れか１の発明において、前記ＬＣフィル
タは、その共振周波数（f0）が、前記インバータ部（140）に供給される直流電力の電圧
の前記交流電源（100）による脈動成分の整数倍およびそれらの近傍の周波数以外になる
ようにリアクトル（120）およびコンデンサ（130）が選定されている構成としている。
【００５３】
　　第２３の発明は、第１８～第２２の発明の何れか１の発明において、前記直流電圧検
出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異常検出部（215）をさ
らに備え、前記制限部（212）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前記制
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限範囲を調整する構成としている。
【００５４】
　　第２４の発明は、第１８～第２２の発明の何れか１の発明において、前記直流電圧検
出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異常検出部（215）をさ
らに備え、前記リンク共振補償部（213）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応
じて前記リンク共振補償量を調整する構成としている。
【００５５】
　　第２５の発明は、第１８～第の２４発明の何れか１の発明の電力変換装置を備えてい
る空気調和機である。
【発明の効果】
【００５６】
　　第１～第６および第１３～第１８の発明では、リンク共振抑制制御を行うと同時に、
瞬時停電、瞬時電圧低下及び瞬時電圧低下からの復帰時などの電圧急変時においてもこれ
に応答して高速に補正処理を行うことができる。
【００５７】
　　また、第６および第１８の発明では、直流電圧検出部（201）からの直流電圧値が電
圧補正部（202）に補償器やフィルタを介さずに直接入力される。したがって、瞬時停電
、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰時などの電圧急変時においても電圧補正部（20
2）はこれに応答して高速に補正処理を行うことができる。なお、ノイズなどが問題とな
る場合には、電圧急変時の波形やＬＣフィルタの共振周波数成分を通過させ、これらの成
分よりも十分に高い周波数のノイズを除去するような低域通過フィルタを設けてもよい。
【００５８】
　　また、制限部（212）によりリンク共振補償量を一定の範囲に制限しているため、電
圧急変時にリンク共振補償量が過度に変動してしまうことを防げる。リンク共振補償量が
過度に変動するとリンク共振抑制制御によりインバータ出力も大きく変動し過電流等の問
題が生じてしまうが、第６および第１８の発明によれば、このようなリンク共振抑制制御
による過電流等の問題を防止できる。
【００５９】
　　また、制限部（212）により一定の範囲に制限されたリンク共振補償量を、制御演算
部（204～208）内の適切な制御帯域の補償器（206）に入力するため、必要以上に高速に
応答させずにすみ、安定に制御できる。
【００６０】
　　第７および第１９の発明によれば、電流制御系によりリンク共振の共振周波数成分を
制御できる。
【００６１】
　　リンク共振については急峻に収束させる必要がないため、リンク共振補償量を大きく
しなくてもよい。リンク共振補償量が大きいと、特に瞬時停電などの電圧急変時に本来の
制御に悪影響を与え、最悪の場合にはインバータ（140）を破壊する。したがって、制限
部（212）によりリンク共振補償量を制限する範囲は、リンク共振を抑制するのに必要な
変動量が検出できるように設定し、さらに、制限する範囲はできるだけ小さくすることが
望ましい。このような事情をふまえて第６および第１０の発明では制限部（212）の制限
値を小さく設定しているため、リンク共振補償量による悪影響（出力電圧の変動）を防止
できる。
【００６２】
　　言い換えれば、前記直流電圧の所定周波数帯域成分の変動量の大きさに応じて、変動
量が大きいほど直流電圧の増加量に対する前記インバータ（140）からモータに供給され
るインバータ出力電圧を増加する割合、ならびに、直流電圧の減少量に対する前記インバ
ータ出力電圧を減少させる割合を小さくすることによりリンク共振補償量による悪影響(
出力電圧の変動)を防止できる。
【００６３】
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　　第９および第２１の発明によれば、リンク共振の周波数成分と直流電圧の脈動の周波
数成分とが近くてもこれらを分離できる（リンク共振の周波数成分のみを取り出せる）。
【００６４】
　　リンク共振の周波数成分と、交流交流電源（100）による直流電圧の脈動の周波数成
分とが同じだと共振が増大する。また、リンク共振と脈動を分離できず、リンク共振の抑
制制御が正常に動作しない。第１０および第２２の発明によれば、リンク共振と電圧脈動
を分離でき、直流電圧の脈動成分によりリンク共振が増大することを防ぐことができる。
【００６５】
　　電圧異常時（たとえば、瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰時などの
電圧急変時）、リンク共振抑制制御は、直流電圧増加→出力電圧増加、直流電圧減少→出
力電圧減少、という動きをする。この動作（特に直流電圧増加時）は、外乱として作用す
るため、悪影響（過電流など）を防ぐために制限部（212）を設けている。第１１および
第２３の発明では、電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて制限部（212）による制限
範囲を調整する。たとえば、電圧異常時には制限範囲を小さくすることで、共振抑制制御
による出力電圧の変動を抑制し、定常時には制限範囲を大きくすることで、共振抑制制御
が正常に動作するようにする。これにより、電圧異常時に合わせて制限範囲を設定しなく
ても済むため、制限範囲の設定が容易になる。
【００６６】
　　第１２および第２４の発明では、電圧異常検出部（215）の検出結果に応じてリンク
共振補償量を調整する。たとえば、電圧異常時にはリンク共振補償量を小さくすることで
、共振抑制制御による出力電圧の変動を抑制し、定常時にはリンク共振補償量を大きくす
ることで、共振抑制制御が正常に動作するようにする。これにより、電圧異常時に合わせ
てリンク共振補正部（213）（の定数）を設定しなくても済むため、リンク共振補正部（2
13）（の定数）の設定が容易になる。
【図面の簡単な説明】
【００６７】
【図１】図１は、従来のインバータ装置の概略構成を示すブロック図である。
【図２】図２は、直流入力電圧ＶＤＣとキャリア周期Ｔとパルス幅τの関係を示す図であ
る。
【図３】図３は、第１の実施形態によるインバータ装置の概略構成を示すブロック図であ
る。
【図４】図４は、図１の変動成分検出部の内部構成例を示すブロック図である。
【図５】図５は、図１の変動成分検出部の内部構成例を示すブロック図である。
【図６】図６は、第２の実施形態によるインバータ装置の概略構成を示すブロック図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００６８】
　　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。なお、図面において実質
的に同一の構成要素には同じ参照符号を付けている。また、以下の好ましい実施形態の説
明は、本質的に例示に過ぎず、本発明、その適用物或いはその用途を制限することを意図
するものではない。
【００６９】
　　（第１の実施形態）
　　第１の実施形態によるインバータ装置の概略構成を図３に示す。このインバータ装置
は、図１に示した構成要素に対して、変動成分検出部（211）→リミッタ（212）→リンク
共振補償器（213）というループを追加したものである。
【００７０】
　　つまり、前記インバータ制御部（200）は、前記インバータ（140）に供給される直流
電圧変動の所定周波数帯域において、直流電圧の増加時に前記インバータ（140）からモ
ータに供給されるインバータ出力電圧を増加し、直流電圧の減少時に前記インバータ出力



(14) JP 2013-34386 A 2013.2.14

10

20

30

40

50

電圧を減少させると共に、直流電圧の前記所定周波数帯域以外においては、直流電圧の変
動によるインバータ出力電圧の変動を抑制する。
【００７１】
　　前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、少なくとも前記ＬＣフィルタの共振周波数を
含んでいる。
【００７２】
　　また、前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、交流電動機（150）に供給する電流が
指令値に追従するように制御するフィードバック制御の周波数帯域以下である。
【００７３】
　　また、所定周波数帯域は、交流電源（100）による電圧脈動の周波数未満に設定され
いる。
【００７４】
　　また、前記インバータ制御部（200）は、前記直流電圧の所定周波数帯域成分の変動
量の大きさに応じて、変動量が大きいほど直流電圧の増加量に対する前記インバータ（14
0）からモータに供給されるインバータ出力電圧を増加する割合を小さくすると共に、直
流電圧の減少量に対する前記インバータ出力電圧を減少させる割合を小さくする。
【００７５】
　　以下に前記構成要素が満たすべき条件を示す。
【００７６】
　　[変動成分検出部（211）]
　　変動成分検出部（211）は、直流電圧検出部（201）の検出電圧の直流成分を除去し、
共振周波数（f0）Hz[数５]を通過させるものである。前記変動成分検出部（211）は、例
えば、遮断周波数を（f0）Hzよりも十分小さく設定した高域通過フィルタにより実現でき
る。
【００７７】
　　[リミッタ（212）]
　　リミッタ（212）は、変動成分検出部（211）により検出した変動成分を所定値の範囲
に制限するものである。制限する範囲は、リンク共振を抑制するのに必要な変動量が検出
できるように設定する。また、制限する範囲はできるだけ小さくすることが望ましい。こ
れにより、特に電圧急増時における制御への影響を減らすことができる。
【００７８】
　　[リンク共振補償器（213）]
　　補償器（213）は、リンク共振を抑制できるように設計する。補償器（213）は共振周
波数（f0）Hzにおいて位相遅れが生じないように選定することが望ましく、例えばＰ制御
（比例制御）により構成する。リンク共振は、１秒以内に収束すれば十分であり、補償器
（213）のゲインが大きくなりすぎないように選定する。
【００７９】
　　また、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタの共振周波数（
f0）Hz[数５]は、交流電源（100）による直流電圧の脈動の周波数成分と一致しないよう
に設定する。例えば、周波数（f）の三相交流電源（100）をコンバータ部（110）により
全波整流する場合には、交流電源（100）による直流電圧の脈動の周波数成分は6fなので
、ＬＣフィルタの共振周波数（f0）を6fn（nは整数）とその近傍（例えば6fn-5～6fn+5）
以外の周波数に設定する。また、周波数（f）の単相交流電源（100）をコンバータ部（11
0）により全波整流する場合には、交流電源（100）による直流電圧の脈動の周波数成分は
2fなので、ＬＣフィルタの共振周波数を2fn（nは整数）とその近傍（例えば2fn-5～2fn+5
）以外の周波数に設定する。
【００８０】
　　なお、変動成分検出部（211）の一例として、遮断周波数を（f0）Hzよりも十分小さ
く設定した高域通過フィルタを挙げたが、（f0）Hz付近の周波数成分のみを通過させるバ
ンドパスフィルタとしてもよい。バンドパスフィルタを用いると、交流電源（100）を整
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流して直流電源とする構成において、交流電源（100）の電源周波数に起因する電圧脈動
を除去できるというメリットがある。これは、小容量のコンデンサ（130）を用いる場合
や、交流電源（100）に単相交流電源を用いる場合に有用である。
【００８１】
　　また、図３ではリミッタ（212）を変動成分検出部（211）の出力側に配置しているが
、補償量の調整部（図３では加算器（214））までの間であれば、どこに配置してもよい
。例えば、リンク共振補償器（213）の入出力の両方に配置する構成も考えられる。リン
ク共振補償器（213）に積分項がある場合には、変動成分検出部（211）の出力側にリミッ
タ（212）を配置することで、瞬時停電などによる電圧急変時に積分項が過大となるのを
防ぐことができる。
【００８２】
　　図３のインバータ装置では、前記リミッタ（212）を設置することで、電圧異常時（
瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰など）と定常時の切り分けを行ってい
る。
【００８３】
　　前記リンク共振抑制を行う際には、共振成分の変化割合（傾き）が必要となる。変化
割合（傾き）さえ分かれば、リミッタ（212）により範囲を制限しても、問題なく制御で
きる。
【００８４】
　　一方、電圧異常ではリンク共振に比べて電圧の変化量が大きいことが問題となる。電
圧の変化量を制限すれば、電圧異常によるリンク共振抑制制御への悪影響（過電流など）
を制限することができる。
【００８５】
　　これより、リミッタ（212）により制限する範囲を、リンク共振抑制に必要な共振成
分の変化割合（傾き）を検出するのに必要な範囲に設定することで、リンク共振抑制制御
には大きな影響を与えず、電圧異常による悪影響を制限できる。
【００８６】
　　リミッタ（212）により制限する範囲は、例えば、リンク共振抑制を行わない場合に
おける共振成分の振幅よりも小さく設定する。
【００８７】
　　リンク共振補償量により入力指令を補正する補償器の選定方法について、具体的な例
を挙げて説明する。図３の回路構成における、ＬＣフィルタの定数と、制御器の制御帯域
と、キャリア周波数の例を、以下に示す。
・リアクトル（120）：L=4.5mH
・コンデンサ（130）：C=1000μF
・ＬＣフィルタの共振周波数（f0）：75Hz
・速度制御器（204）の制御帯域：10Hz
・電流制御器（206）の制御帯域：200Hz
・PWMキャリア周波数：5kHz
　　この構成で共振周波数（f0）=75Hzの成分を制御するためには、電流制御器（206）や
ＰＷＭ算出部（203）などの、制御帯域が75Hzよりも大きな演算部に対し、リンク共振補
償量を入力すればよい。しかしながらＰＷＭ算出部（203）では制御帯域が広く、瞬時停
電などの電圧異常時の高周波成分に対しても補償してしまうため、不安定となる可能性が
ある。ここでは、電流制御系が必要十分な制御帯域を有しているので、入力指令を補正す
る補償器として電流制御器（206）の補償器を選定し、電流指令値に対してリンク共振補
償量を加算することで補正を行う。
【００８８】
　　このように構成することで、電流制御系の制御帯域以上の成分が、制御に影響を与え
ないようにできる。
【００８９】
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　　また、電圧補正部（202）には、直流電圧検出部（201）から直流電圧値を直接入力す
る。電圧異常時（瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰など）には、急激に
電圧が変化するため、電圧補正の応答を高速にする必要がある。例えば、直流電圧の急増
時に出力電圧の検出が遅れると、電圧補正が正常に動作せず、出力電圧が急増し、過電流
となり、インバータの停止・破壊に繋がる。直流電圧値を直接入力することで、電圧補正
を高速に行うことができ、出力電圧の変動、特に直流電圧増加時の出力電圧急増による過
電流を防止できる。
【００９０】
　　以上のように、第１の実施形態では、次の３つの要素を持つことで、リンク共振の抑
制制御と電圧補正（出力電圧一定制御）とを電圧急変時においても両立させている。
【００９１】
　　（１）…電圧補正部（202）に対し、直接、直流電圧値を入力する。
【００９２】
　　瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰などの電圧異常が起こると、直流
電圧が短時間で変化する。この急変に対して電圧補正部（202）で電圧補正を適切に行う
ためには高速な処理が必要となる。本実施形態では、直流電圧検出部（201）からの直流
電圧値が電圧補正部（202）に補償器やフィルタを介さずに直接入力されるため、電圧異
常時においても電圧補正部（202）はこれに応答して高速に補正処理を行うことができ、
電圧異常時にも適切な電圧補正ができる。
【００９３】
　　（２）…電流制御系にリンク共振補償量を入力する（適切な制御帯域の補償器を使用
）。
【００９４】
　　リンク共振の補償が可能な制御帯域の補償器（206）によりリンク共振を補償してい
る。このようにすれば、制御帯域の違いにより電圧補正と切り分けができるので、リンク
共振抑制制御と出力電圧一定制御とが互いに干渉しない。
【００９５】
　　（３）…リミッタ（212）を設置して電圧異常とリンク共振を切り分ける。
【００９６】
　　リンク共振抑制制御は、インバータの抵抗特性を調整する制御であり、抵抗特性を正
に近づける・正の方向に動かす制御である。リンク共振抑制制御において必要となるのは
電圧の変化（割合）であり、リミッタ（212）により制限しても問題なく動作する。一方
、電圧異常は、直流電圧が急変する現象であり、リミッタ（212）によりリンク共振補償
量を一定の範囲に制限することで、電圧急変時にリンク共振補償量が過度に変動してしま
うことを防げる。リンク共振補償量が過度に変動するとリンク共振抑制制御によりインバ
ータ出力も大きく変動し過電流等の問題が生じてしまうが、本実施形態によれば、このよ
うなリンク共振抑制制御による過電流等の問題を防止できる。
【００９７】
　　次に、図３に示した変動成分検出部（211）の構成例を示す。
【００９８】
　　図４は、三相交流電源（100）をコンバータ部（110）により全波整流する場合や、コ
ンデンサ（130）容量が大きい場合など、交流電源（100）による直流電圧の脈動が少ない
回路での、変動成分検出部（211）の構成例である。この構成においては、ＬＰＦ（低域
通過フィルタ）の遮断周波数は、リンク共振の共振周波数よりも小さく設定する。この構
成においては、ＬＰＦにより低周波成分を求め、低周波成分を直流電圧検出値から減算す
ることで、リンク共振成分を含む高周波成分を抽出する。
【００９９】
　　図５は、交流電源（100）が単相交流電源である場合や、コンデンサ（130）容量が小
さい場合など、交流電源（100）による直流電圧の脈動が大きい回路での、変動成分検出
部（211）の構成例である。この構成においては、ＬＰＦ（低域通過フィルタ）の遮断周
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波数をリンク共振の共振周波数よりも小さく設定する。また、脈動成分抽出部（500）の
ＰＬＬを交流電源（100）による脈動成分の位相を検出するように設定する。例えば、周
波数f[Hz]の単相交流を全波整流する構成では、2f[Hz]成分に同期させ、三相交流を全波
整流する構成では、6f[Hz]成分に同期させる。脈動成分抽出部（500）の振幅検出部では
、交流電源（100）による脈動成分の振幅を検出する。
【０１００】
　　図５の構成では、ＬＰＦにより低周波成分を求め、脈動抽出部（500）のＰＬＬと振
幅検出部により交流電源（100）による脈動成分を求め、これらの成分を直流電圧検出値
から減算して、リンク共振成分を抽出する。
【０１０１】
　　図５の構成は、例えば、リンク共振の共振成分の周波数と交流電源（100）による脈
動成分の周波数とが近く、フィルタによる分離が困難（位相遅れなど）な場合などに有用
である。なお、交流電源（100）による脈動成分を抽出できれば、他の構成でもよく、例
えばフーリエ変換を用いて脈動成分の位相と振幅を抽出する構成でもよい。
【０１０２】
　　（第２の実施形態）
　　第２の実施形態によるインバータ装置の概略構成を図６に示す。このインバータ装置
では、図３のインバータ装置に対して、電圧異常検出部（215）と、電圧異常検出部（215
）の検出結果に応じてリミッタ（212）の制限値を変更する処理を追加している。
【０１０３】
　　このインバータ装置では、電圧異常検出部（215）の検出結果に応じてリミッタ（212
）による制限範囲を調整する。たとえば、電圧異常時には制限範囲を小さくすることで、
共振抑制制御による出力電圧の変動を抑制し、定常時には制限範囲を大きくすることで、
共振抑制制御が正常に動作するようにする。これにより、電圧異常時に合わせて制限範囲
を設定しなくても済むため、制限範囲の設定が容易になる。
【０１０４】
　　また、電圧異常検出部（215）の検出結果に応じてリンク共振補償器（213）によるリ
ンク共振補償量を調整するようにしてもよい。たとえば、電圧異常時にはリンク共振補償
量を小さくすることで、共振抑制制御による出力電圧の変動を抑制し、定常時にはリンク
共振補償量を大きくすることで、共振抑制制御が正常に動作するようにする。これにより
、電圧異常時に合わせてリンク共振補償器（213）（の定数）を設定しなくても済むため
、リンク共振補償器（213）（の定数）の設定が容易になる。
【産業上の利用可能性】
【０１０５】
　　本発明によるインバータ制御装置およびこれを備えた電力変換装置は、例えば空気調
和機に適用可能である。
【符号の説明】
【０１０６】
　　100…交流電源
　　110…コンバータ部
　　120…リアクトル
　　130…コンデンサ
　　140…インバータ部
　　150…モータ
　　160…出力電流検出部
　　200…ベクトル制御部
　　201…直流電圧検出部
　　202…電圧補正部
　　203…ＰＷＭ算出部
　　204…速度制御器
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　　205…電流ベクトル制御器
　　206…電流制御器
　　207…座標変換器
　　208…座標変換器
　　215…電圧異常検出部
　　500…脈動成分抽出部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】
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【手続補正書】
【提出日】平成24年12月17日(2012.12.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　　本発明は、交流電動機を駆動するインバータを制御する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　　一般的に、直流リンク部にフィルタコンデンサを有する電圧形インバータ装置では、
直流入力電圧の変動による出力電圧の変動を抑制する出力電圧一定制御が行われている。
この出力電圧一定制御を行う従来のインバータ装置の概略構成を図１に示す。なお、図１
では、制御系は簡略化して示している。また、出力電流検出部（160）をインバータ部（1
40）とモータ（150）間に配置しているが、モータ（150）に出力される電流が検出できる
構成であればよく、例えば、直流リンク部分にシャント抵抗を配置して電流を検出する構
成でもよい。
【０００３】
　　図１のインバータ装置は、制御部であるインバータ制御部（200）を備えている。該
インバータ制御部（200）は、インバータ部（140）へ入力される直流電圧の変動による影
響を出力電圧が受けないように電圧補正部（202）により補正を行う。具体的には、イン
バータ部（140）へ入力される直流電圧値を直流電圧検出部（210）により検出し電圧補正
部（202）に与える。電圧補正部（202）は、電圧指令値をこの直流電圧値で割り電圧補正
を行う（例えば、特許文献１、２の従来例を参照）。
【０００４】
　　ＰＷＭ算出部（203）は、インバータ部（140）をＰＷＭ制御するための制御信号を電
圧補正部（202）からの電圧指令値に基づいて算出し、この制御信号に応答してインバー
タ部（140）のスイッチング素子がオン／オフ制御される。
【０００５】
　　図１では、モータ（150）として同期電動機を想定した制御系を示している。同期電
動機の制御は、一般にd-q座標上に座標変換したモータモデルに基づいて行われる。d-q座
標上に座標変換した同期電動機の状態方程式を[数１]に示す。
【０００６】
【数１】

【０００７】
　　速度制御器（204）および電流制御器（206）は、例えばＰＩ制御を行う。ＰＩ制御を
行う場合の電流制御器（206）の伝達関数を[数２]に示す。
【０００８】
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【数２】

【０００９】
　　電流ベクトル制御器（205）では、例えばid*=0制御、最大トルク制御、弱め磁束制御
などを行う（例えば非特許文献１参照）。
【００１０】
　　一般に、電流制御器（206）により構成される電流制御系の制御帯域は、速度制御器
（204）により構成される速度制御系の制御帯域よりも大きく設定される。たとえば圧縮
機の駆動モータなどでは、速度制御系の制御帯域は１０Hz程度、電流制御系の制御帯域は
２００Hz程度に設定されることが多い。より高速で制御を行う必要がある演算処理は、速
度制御系や電流制御系を介さずに行う必要があり、図１では電圧補正部（202）による電
圧補正処理が該当する。
【００１１】
　　次に、電圧補正部（202）において行われる電圧補正について詳しく説明する。
【００１２】
　　直流入力電圧ＶＤＣのもとでキャリア周期Ｔ、パルス幅τでインバータ部（140）を
ＰＷＭ制御した場合（図２参照）の出力電圧（平均電圧値）Ｖ‾を[数３]に示す。
【００１３】
【数３】

【００１４】
　　出力電圧Ｖ‾と出力指令電圧Ｖ＊とが直流入力電圧ＶＤＣに依らず一致するように、
パルス幅τは[数４]により求められる。この式では、Ｖ＊をＶＤＣで割ることで、出力電
圧Ｖ‾が変動しないように電圧補正を行っている（ここでは、ＶＤＣで割る処理を電圧補
正としている）。このような処理を行うと、ＶＤＣの変動による出力電圧Ｖ‾の変動を抑
制できる。
【００１５】
【数４】
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【００１６】
　　ここで、前記インバータ部（140）に入力される電流値をＩＤＣとすると、入力電力
Ｐｉｎは、
Ｐｉｎ＝ＶＤＣＩＤＣ

となる。
【００１７】
　　前記インバータ部（140）の出力電力Ｐｏｕｔは、電圧補正部（202）での電圧補正に
より一定値に制御され、
Ｐｉｎ＝Ｐｏｕｔ＝Ｐ（一定）…[ただしインバータ部（140）での損失を無視]
となり、入力電流はＩＤＣ＝Ｐ／ＶＤＣとなる。
【００１８】
　　そのため、インバータ部（140）の入力電圧ＶＤＣと入力電流ＩＤＣは、ＶＤＣが増
加すればＩＤＣが減少し、ＶＤＣが減少すればＩＤＣが増加するという関係になる。すな
わち、出力電圧一定制御を行う場合、入力側からみたインバータ部（140）は負性抵抗の
特性を示すことになる。
【００１９】
　　一方、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタは、[数５]に示
す共振周波数ｆ０で共振する現象（リンク共振）が生じることがある。
【００２０】
【数５】

【００２１】
　　このリンク共振を抑制するためには、ＶＤＣ増加時にインバータ部（140）の出力を
増やしてＶＤＣの増加を抑制し、ＶＤＣ減少時にはインバータ部（140）の出力を減らし
てＶＤＣの減少を抑制する制御、すなわち、ＶＤＣが増加すればＩＤＣが増加し、ＶＤＣ

が減少すればＩＤＣが減少する制御を行う必要がある。しかしながら上述の出力電圧一定
制御を行うと、リンク共振を抑える方向とは逆側（ＶＤＣ増加→ＩＤＣ減少、ＶＤＣ減少
→ＩＤＣ増加）に電圧補正部（202）で補正をかけるため、リンク共振を抑制できない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２２】
【特許文献１】特公平7-36702号公報（特許第2004329号）
【特許文献２】特許第3212354号公報
【非特許文献】
【００２３】
【非特許文献１】「埋込磁石同期モータの設計と制御」、武田・松井・森本・本田、オー
ム社、2001/10/25
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２４】
　　上記の課題に対して[特許文献２]では、出力電圧一定制御とリンク共振抑制制御を互
いの利点を損なうことなく同時に行い、それぞれの制御の効果を得ることができる制御方
法が開示されている。[特許文献２]の図１に示されているように、この制御方法では、直
流電圧検出器（6）により検出した直流電圧に時定数分の遅れ（14）を与えて電圧演算補
正回路（11）に供給する。電圧演算補正回路（11）は、時定数分の遅れ（14）が与えられ
た直流電圧値（110）により電圧補正を行う。電圧演算補正回路（11）により得られた補
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正値（106）に、さらに、直流入力電圧の変動量（102）を加算して補正を行う（13）。こ
のように、時定数分の遅れを設けて制御を周波数分離することで、出力電圧一定制御とリ
ンク共振抑制制御との干渉を防止している。
【００２５】
　　しかしながら、[特許文献２]の図１に示された制御方法では、時定数分の遅れ（14）
により、電圧演算補正回路（11）に入力される直流電圧値が遅れるため、インバータ部（
4）への入力電圧の急変時（たとえば、瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復
帰時など）に電圧演算補正回路（11）の応答が遅れ、制御に悪影響を与える。特に、イン
バータ部（4）の入力電圧が急増した際には、電圧演算補正回路（11）の応答が遅れるこ
とで出力電圧が増加し、さらに、上述のリンク共振抑制制御によりインバータ部（4）の
出力電圧が増加し、過電流となる。
【００２６】
　　本発明では、上記のような電圧急変時においても、出力電圧一定制御とリンク共振抑
制制御を互いの利点を損なうことなく同時に行い、それぞれの効果を得ることができるイ
ンバータ制御装置を提供することを主目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２７】
　　第１の発明は、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタを介し
て供給される直流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（
150）に供給するインバータ（140）を制御する装置である。
【００２８】
　　そして、第１の発明は、出力電圧指令を算出する制御演算部（204～208）と、前記イ
ンバータ（140）に供給される直流電力の電圧を検出する直流電圧検出部（201）からの直
流電圧値が直接入力され、当該直流電圧値に基づいて前記制御演算部（204～208）からの
出力電圧指令を補正する出力電圧補正部（202）と、前記インバータ（140）をＰＷＭ制御
するための制御信号を前記出力電圧補正部（202）からの出力電圧指令に基づいて算出す
るＰＷＭ算出部（203）と、前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の変動
成分（当該変動成分は少なくとも直流成分を含まずかつ前記ＬＣフィルタの共振周波数（
f0）成分を含む）を検出する変動成分検出部（211）と、前記変動成分検出部（211）によ
り検出された変動成分に基づいて、前記ＬＣフィルタによるリンク共振を抑制するための
補償量（リンク共振補償量）を算出するリンク共振補償部（213）と、前記リンク共振補
償量を所定範囲に制限する制限部（212）と、前記制御演算部内の補償器（204～208）の
うち前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）を制御可能な制御帯域を有するいずれかの補償
器（206）への入力指令を、前記制限部（212）により制限されたリンク共振補償量により
補正する補正部（214）とを備えた構成としている。
【００２９】
　　第２の発明は、第１の発明において、前記制御演算部内のいずれかの補償器への入力
指令はトルク指令または電流指令である構成としている。
【００３０】
　　第３の発明は、第１または第２の発明において、前記制限部（212）の制限値が、前
記リンク共振補償量による補正がない場合における前記ＬＣフィルタによる共振成分の振
幅に比べて小さい値に設定されている構成としている。
【００３１】
　　第４の発明は、第１～第３の発明の何れか１の発明において、前記インバータ（140
）に供給される直流電力が、交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコン
バータ（110）により供給されるものであり、前記変動成分検出部（211）は、前記直流電
圧検出部（201）により検出される直流電圧の前記交流電源（100）による脈動成分を検出
する電圧脈動検出部（500）を備え、前記電圧脈動検出部（500）により検出された脈動成
分を前記変動成分から除去する構成としている。
【００３２】



(24) JP 2013-34386 A 2013.2.14

　　第５の発明は、第１～第４の発明の何れか１の発明において、前記インバータ（140
）に供給される直流電力が、交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコン
バータ（110）により供給されるものであり、前記ＬＣフィルタは、その共振周波数（f0
）が、前記インバータ（140）に供給される直流電力の電圧の前記交流電源（100）による
脈動成分の整数倍およびそれらの近傍の周波数以外になるようにリアクトル（120）およ
びコンデンサ（130）が選定されている構成としている。
【００３３】
　　第６の発明は、第１～第５の発明の何れか１の発明において、前記直流電圧検出部（
201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異常検出部（215）をさらに備
え、前記制限部（212）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前記制限範囲
を調整する構成としている。
【００３４】
　　第７の発明は、第１～第５の発明の何れか１の発明において、前記直流電圧検出部（
201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異常検出部（215）をさらに備
え、前記リンク共振補償部（213）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前
記リンク共振補償量を調整する構成としている。
【００３５】
　　第８の発明は、交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコンバータ部
（110）と、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタと、前記コン
バータ部（110）からの直流電力が前記ＬＣフィルタを介して供給され、当該直流電力を
任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供給するインバ
ータ部（140）と、前記インバータ部（140）を制御するインバータ制御部（200）とを有
する電力変換装置である。
【００３６】
　　そして、第８の発明は、前記インバータ制御部（200）が、前記インバータ部（140）
に供給される直流電力の電圧を検出する直流電圧検出部（201）と、出力電圧指令を算出
する制御演算部（204～208）と、前記直流電圧検出部（201）によって検出された直流電
圧値が直接入力され、当該直流電圧値に基づいて前記制御演算部（204～208）からの出力
電圧指令を補正する出力電圧補正部（202）と、前記インバータ部（140）をＰＷＭ制御す
るための制御信号を前記出力電圧補正部（202）からの出力電圧指令に基づいて算出する
ＰＷＭ算出部（203）と、前記直流電圧検出部（201）によって検出された直流電圧の変動
成分（当該変動成分は少なくとも直流成分を含まずかつ前記ＬＣフィルタの共振周波数（
f0）成分を含む）を検出する変動成分検出部（211）と、前記変動成分検出部（211）によ
り検出された変動成分に基づいて、前記ＬＣフィルタによるリンク共振を抑制するための
補償量（リンク共振補償量）を算出するリンク共振補償部（213）と、前記リンク共振補
償量を所定範囲に制限する制限部（212）と、前記制御演算部内の補償器（204～208）の
うち前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）を制御可能な制御帯域を有するいずれかの補償
器（206）への入力指令を、前記制限部（212）により制限されたリンク共振補償量により
補正する補正部（214）とを備えた構成としている。
【００３７】
　　第９の発明は、第８の発明において、前記制御演算部内のいずれかの補償器への入力
指令はトルク指令または電流指令である構成としている。
【００３８】
　　第１０の発明は、第８または第９の発明において、前記制限部（212）の制限値は、
前記リンク共振補償量による補正がない場合における前記ＬＣフィルタによる共振成分の
振幅に比べて小さい値に設定されている構成としている。
【００３９】
　　第１１の発明は、第８～第１０の発明の何れか１の発明において、前記変動成分検出
部（211）は、前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の前記交流電源（10
0）による脈動成分を検出する電圧脈動検出部（500）を備え、前記電圧脈動検出部（500
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）により検出された脈動成分を前記変動成分から除去する構成としている。
【００４０】
　　第１２の発明は、第８～第１１の発明の何れか１の発明において、前記ＬＣフィルタ
は、その共振周波数（f0）が、前記インバータ部（140）に供給される直流電力の電圧の
前記交流電源（100）による脈動成分の整数倍およびそれらの近傍の周波数以外になるよ
うにリアクトル（120）およびコンデンサ（130）が選定されている構成としている。
【００４１】
　　第１３の発明は、第８～第１２の発明の何れか１の発明において、前記直流電圧検出
部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異常検出部（215）をさら
に備え、前記制限部（212）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前記制限
範囲を調整する構成としている。
【００４２】
　　第１４の発明は、第８～第１２の発明の何れか１の発明において、前記直流電圧検出
部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異常検出部（215）をさら
に備え、前記リンク共振補償部（213）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じ
て前記リンク共振補償量を調整する構成としている。
【００４３】
　　第１５の発明は、第８～第１４の発明の何れか１の発明の電力変換装置を備えている
空気調和機である。
【発明の効果】
【００４４】
　　第１および第８の発明では、リンク共振抑制制御を行うと同時に、瞬時停電、瞬時電
圧低下及び瞬時電圧低下からの復帰時などの電圧急変時においてもこれに応答して高速に
補正処理を行うことができる。
【００４５】
　　また、直流電圧検出部（201）からの直流電圧値が電圧補正部（202）に補償器やフィ
ルタを介さずに直接入力される。したがって、瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下か
らの復帰時などの電圧急変時においても電圧補正部（202）はこれに応答して高速に補正
処理を行うことができる。なお、ノイズなどが問題となる場合には、電圧急変時の波形や
ＬＣフィルタの共振周波数成分を通過させ、これらの成分よりも十分に高い周波数のノイ
ズを除去するような低域通過フィルタを設けてもよい。
【００４６】
　　また、制限部（212）によりリンク共振補償量を一定の範囲に制限しているため、電
圧急変時にリンク共振補償量が過度に変動してしまうことを防げる。リンク共振補償量が
過度に変動するとリンク共振抑制制御によりインバータ出力も大きく変動し過電流等の問
題が生じてしまうが、第１および第８の発明によれば、このようなリンク共振抑制制御に
よる過電流等の問題を防止できる。
【００４７】
　　また、制限部（212）により一定の範囲に制限されたリンク共振補償量を、制御演算
部（204～208）内の適切な制御帯域の補償器（206）に入力するため、必要以上に高速に
応答させずにすみ、安定に制御できる。
【００４８】
　　第２および第９の発明によれば、電流制御系によりリンク共振の共振周波数成分を制
御できる。
【００４９】
　　リンク共振については急峻に収束させる必要がないため、リンク共振補償量を大きく
しなくてもよい。リンク共振補償量が大きいと、特に瞬時停電などの電圧急変時に本来の
制御に悪影響を与え、最悪の場合にはインバータ（140）を破壊する。したがって、制限
部（212）によりリンク共振補償量を制限する範囲は、リンク共振を抑制するのに必要な
変動量が検出できるように設定し、さらに、制限する範囲はできるだけ小さくすることが
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望ましい。このような事情をふまえて第１および第５の発明では制限部（212）の制限値
を小さく設定しているため、リンク共振補償量による悪影響（出力電圧の変動）を防止で
きる。
【００５０】
　　言い換えれば、前記直流電圧の所定周波数帯域成分の変動量の大きさに応じて、変動
量が大きいほど直流電圧の増加量に対する前記インバータ（140）からモータに供給され
るインバータ出力電圧を増加する割合、ならびに、直流電圧の減少量に対する前記インバ
ータ出力電圧を減少させる割合を小さくすることによりリンク共振補償量による悪影響(
出力電圧の変動)を防止できる。
【００５１】
　　第４および第１１の発明によれば、リンク共振の周波数成分と直流電圧の脈動の周波
数成分とが近くてもこれらを分離できる（リンク共振の周波数成分のみを取り出せる）。
【００５２】
　　リンク共振の周波数成分と、交流交流電源（100）による直流電圧の脈動の周波数成
分とが同じだと共振が増大する。また、リンク共振と脈動を分離できず、リンク共振の抑
制制御が正常に動作しない。第５および第１２の発明によれば、リンク共振と電圧脈動を
分離でき、直流電圧の脈動成分によりリンク共振が増大することを防ぐことができる。
【００５３】
　　電圧異常時（たとえば、瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰時などの
電圧急変時）、リンク共振抑制制御は、直流電圧増加→出力電圧増加、直流電圧減少→出
力電圧減少、という動きをする。この動作（特に直流電圧増加時）は、外乱として作用す
るため、悪影響（過電流など）を防ぐために制限部（212）を設けている。第６および第
１３の発明では、電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて制限部（212）による制限範
囲を調整する。たとえば、電圧異常時には制限範囲を小さくすることで、共振抑制制御に
よる出力電圧の変動を抑制し、定常時には制限範囲を大きくすることで、共振抑制制御が
正常に動作するようにする。これにより、電圧異常時に合わせて制限範囲を設定しなくて
も済むため、制限範囲の設定が容易になる。
【００５４】
　　第７および第１４の発明では、電圧異常検出部（215）の検出結果に応じてリンク共
振補償量を調整する。たとえば、電圧異常時にはリンク共振補償量を小さくすることで、
共振抑制制御による出力電圧の変動を抑制し、定常時にはリンク共振補償量を大きくする
ことで、共振抑制制御が正常に動作するようにする。これにより、電圧異常時に合わせて
リンク共振補正部（213）（の定数）を設定しなくても済むため、リンク共振補正部（213
）（の定数）の設定が容易になる。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】図１は、従来のインバータ装置の概略構成を示すブロック図である。
【図２】図２は、直流入力電圧ＶＤＣとキャリア周期Ｔとパルス幅τの関係を示す図であ
る。
【図３】図３は、第１の実施形態によるインバータ装置の概略構成を示すブロック図であ
る。
【図４】図４は、図１の変動成分検出部の内部構成例を示すブロック図である。
【図５】図５は、図１の変動成分検出部の内部構成例を示すブロック図である。
【図６】図６は、第２の実施形態によるインバータ装置の概略構成を示すブロック図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００５６】
　　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。なお、図面において実質
的に同一の構成要素には同じ参照符号を付けている。また、以下の好ましい実施形態の説
明は、本質的に例示に過ぎず、本発明、その適用物或いはその用途を制限することを意図
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するものではない。
【００５７】
　　（第１の実施形態）
　　第１の実施形態によるインバータ装置の概略構成を図３に示す。このインバータ装置
は、図１に示した構成要素に対して、変動成分検出部（211）→リミッタ（212）→リンク
共振補償器（213）というループを追加したものである。
【００５８】
　　つまり、前記インバータ制御部（200）は、前記インバータ（140）に供給される直流
電圧変動の所定周波数帯域において、直流電圧の増加時に前記インバータ（140）からモ
ータに供給されるインバータ出力電圧を増加し、直流電圧の減少時に前記インバータ出力
電圧を減少させると共に、直流電圧の前記所定周波数帯域以外においては、直流電圧の変
動によるインバータ出力電圧の変動を抑制する。
【００５９】
　　前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、少なくとも前記ＬＣフィルタの共振周波数を
含んでいる。
【００６０】
　　また、前記直流電圧変動の所定周波数帯域は、交流電動機（150）に供給する電流が
指令値に追従するように制御するフィードバック制御の周波数帯域以下である。
【００６１】
　　また、所定周波数帯域は、交流電源（100）による電圧脈動の周波数未満に設定され
いる。
【００６２】
　　また、前記インバータ制御部（200）は、前記直流電圧の所定周波数帯域成分の変動
量の大きさに応じて、変動量が大きいほど直流電圧の増加量に対する前記インバータ（14
0）からモータに供給されるインバータ出力電圧を増加する割合を小さくすると共に、直
流電圧の減少量に対する前記インバータ出力電圧を減少させる割合を小さくする。
【００６３】
　　以下に前記構成要素が満たすべき条件を示す。
【００６４】
　　[変動成分検出部（211）]
　　変動成分検出部（211）は、直流電圧検出部（201）の検出電圧の直流成分を除去し、
共振周波数（f0）Hz[数５]を通過させるものである。前記変動成分検出部（211）は、例
えば、遮断周波数を（f0）Hzよりも十分小さく設定した高域通過フィルタにより実現でき
る。
【００６５】
　　[リミッタ（212）]
　　リミッタ（212）は、変動成分検出部（211）により検出した変動成分を所定値の範囲
に制限するものである。制限する範囲は、リンク共振を抑制するのに必要な変動量が検出
できるように設定する。また、制限する範囲はできるだけ小さくすることが望ましい。こ
れにより、特に電圧急増時における制御への影響を減らすことができる。
【００６６】
　　[リンク共振補償器（213）]
　　補償器（213）は、リンク共振を抑制できるように設計する。補償器（213）は共振周
波数（f0）Hzにおいて位相遅れが生じないように選定することが望ましく、例えばＰ制御
（比例制御）により構成する。リンク共振は、１秒以内に収束すれば十分であり、補償器
（213）のゲインが大きくなりすぎないように選定する。
【００６７】
　　また、リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタの共振周波数（
f0）Hz[数５]は、交流電源（100）による直流電圧の脈動の周波数成分と一致しないよう
に設定する。例えば、周波数（f）の三相交流電源（100）をコンバータ部（110）により
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全波整流する場合には、交流電源（100）による直流電圧の脈動の周波数成分は6fなので
、ＬＣフィルタの共振周波数（f0）を6fn（nは整数）とその近傍（例えば6fn-5～6fn+5）
以外の周波数に設定する。また、周波数（f）の単相交流電源（100）をコンバータ部（11
0）により全波整流する場合には、交流電源（100）による直流電圧の脈動の周波数成分は
2fなので、ＬＣフィルタの共振周波数を2fn（nは整数）とその近傍（例えば2fn-5～2fn+5
）以外の周波数に設定する。
【００６８】
　　なお、変動成分検出部（211）の一例として、遮断周波数を（f0）Hzよりも十分小さ
く設定した高域通過フィルタを挙げたが、（f0）Hz付近の周波数成分のみを通過させるバ
ンドパスフィルタとしてもよい。バンドパスフィルタを用いると、交流電源（100）を整
流して直流電源とする構成において、交流電源（100）の電源周波数に起因する電圧脈動
を除去できるというメリットがある。これは、小容量のコンデンサ（130）を用いる場合
や、交流電源（100）に単相交流電源を用いる場合に有用である。
【００６９】
　　また、図３ではリミッタ（212）を変動成分検出部（211）の出力側に配置しているが
、補償量の調整部（図３では加算器（214））までの間であれば、どこに配置してもよい
。例えば、リンク共振補償器（213）の入出力の両方に配置する構成も考えられる。リン
ク共振補償器（213）に積分項がある場合には、変動成分検出部（211）の出力側にリミッ
タ（212）を配置することで、瞬時停電などによる電圧急変時に積分項が過大となるのを
防ぐことができる。
【００７０】
　　図３のインバータ装置では、前記リミッタ（212）を設置することで、電圧異常時（
瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰など）と定常時の切り分けを行ってい
る。
【００７１】
　　前記リンク共振抑制を行う際には、共振成分の変化割合（傾き）が必要となる。変化
割合（傾き）さえ分かれば、リミッタ（212）により範囲を制限しても、問題なく制御で
きる。
【００７２】
　　一方、電圧異常ではリンク共振に比べて電圧の変化量が大きいことが問題となる。電
圧の変化量を制限すれば、電圧異常によるリンク共振抑制制御への悪影響（過電流など）
を制限することができる。
【００７３】
　　これより、リミッタ（212）により制限する範囲を、リンク共振抑制に必要な共振成
分の変化割合（傾き）を検出するのに必要な範囲に設定することで、リンク共振抑制制御
には大きな影響を与えず、電圧異常による悪影響を制限できる。
【００７４】
　　リミッタ（212）により制限する範囲は、例えば、リンク共振抑制を行わない場合に
おける共振成分の振幅よりも小さく設定する。
【００７５】
　　リンク共振補償量により入力指令を補正する補償器の選定方法について、具体的な例
を挙げて説明する。図３の回路構成における、ＬＣフィルタの定数と、制御器の制御帯域
と、キャリア周波数の例を、以下に示す。
・リアクトル（120）：L=4.5mH
・コンデンサ（130）：C=1000μF
・ＬＣフィルタの共振周波数（f0）：75Hz
・速度制御器（204）の制御帯域：10Hz
・電流制御器（206）の制御帯域：200Hz
・PWMキャリア周波数：5kHz
　　この構成で共振周波数（f0）=75Hzの成分を制御するためには、電流制御器（206）や
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ＰＷＭ算出部（203）などの、制御帯域が75Hzよりも大きな演算部に対し、リンク共振補
償量を入力すればよい。しかしながらＰＷＭ算出部（203）では制御帯域が広く、瞬時停
電などの電圧異常時の高周波成分に対しても補償してしまうため、不安定となる可能性が
ある。ここでは、電流制御系が必要十分な制御帯域を有しているので、入力指令を補正す
る補償器として電流制御器（206）の補償器を選定し、電流指令値に対してリンク共振補
償量を加算することで補正を行う。
【００７６】
　　このように構成することで、電流制御系の制御帯域以上の成分が、制御に影響を与え
ないようにできる。
【００７７】
　　また、電圧補正部（202）には、直流電圧検出部（201）から直流電圧値を直接入力す
る。電圧異常時（瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰など）には、急激に
電圧が変化するため、電圧補正の応答を高速にする必要がある。例えば、直流電圧の急増
時に出力電圧の検出が遅れると、電圧補正が正常に動作せず、出力電圧が急増し、過電流
となり、インバータの停止・破壊に繋がる。直流電圧値を直接入力することで、電圧補正
を高速に行うことができ、出力電圧の変動、特に直流電圧増加時の出力電圧急増による過
電流を防止できる。
【００７８】
　　以上のように、第１の実施形態では、次の３つの要素を持つことで、リンク共振の抑
制制御と電圧補正（出力電圧一定制御）とを電圧急変時においても両立させている。
【００７９】
　　（１）…電圧補正部（202）に対し、直接、直流電圧値を入力する。
【００８０】
　　瞬時停電、瞬時電圧低下、瞬時電圧低下からの復帰などの電圧異常が起こると、直流
電圧が短時間で変化する。この急変に対して電圧補正部（202）で電圧補正を適切に行う
ためには高速な処理が必要となる。本実施形態では、直流電圧検出部（201）からの直流
電圧値が電圧補正部（202）に補償器やフィルタを介さずに直接入力されるため、電圧異
常時においても電圧補正部（202）はこれに応答して高速に補正処理を行うことができ、
電圧異常時にも適切な電圧補正ができる。
【００８１】
　　（２）…電流制御系にリンク共振補償量を入力する（適切な制御帯域の補償器を使用
）。
【００８２】
　　リンク共振の補償が可能な制御帯域の補償器（206）によりリンク共振を補償してい
る。このようにすれば、制御帯域の違いにより電圧補正と切り分けができるので、リンク
共振抑制制御と出力電圧一定制御とが互いに干渉しない。
【００８３】
　　（３）…リミッタ（212）を設置して電圧異常とリンク共振を切り分ける。
【００８４】
　　リンク共振抑制制御は、インバータの抵抗特性を調整する制御であり、抵抗特性を正
に近づける・正の方向に動かす制御である。リンク共振抑制制御において必要となるのは
電圧の変化（割合）であり、リミッタ（212）により制限しても問題なく動作する。一方
、電圧異常は、直流電圧が急変する現象であり、リミッタ（212）によりリンク共振補償
量を一定の範囲に制限することで、電圧急変時にリンク共振補償量が過度に変動してしま
うことを防げる。リンク共振補償量が過度に変動するとリンク共振抑制制御によりインバ
ータ出力も大きく変動し過電流等の問題が生じてしまうが、本実施形態によれば、このよ
うなリンク共振抑制制御による過電流等の問題を防止できる。
【００８５】
　　次に、図３に示した変動成分検出部（211）の構成例を示す。
【００８６】
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　　図４は、三相交流電源（100）をコンバータ部（110）により全波整流する場合や、コ
ンデンサ（130）容量が大きい場合など、交流電源（100）による直流電圧の脈動が少ない
回路での、変動成分検出部（211）の構成例である。この構成においては、ＬＰＦ（低域
通過フィルタ）の遮断周波数は、リンク共振の共振周波数よりも小さく設定する。この構
成においては、ＬＰＦにより低周波成分を求め、低周波成分を直流電圧検出値から減算す
ることで、リンク共振成分を含む高周波成分を抽出する。
【００８７】
　　図５は、交流電源（100）が単相交流電源である場合や、コンデンサ（130）容量が小
さい場合など、交流電源（100）による直流電圧の脈動が大きい回路での、変動成分検出
部（211）の構成例である。この構成においては、ＬＰＦ（低域通過フィルタ）の遮断周
波数をリンク共振の共振周波数よりも小さく設定する。また、脈動成分抽出部（500）の
ＰＬＬを交流電源（100）による脈動成分の位相を検出するように設定する。例えば、周
波数f[Hz]の単相交流を全波整流する構成では、2f[Hz]成分に同期させ、三相交流を全波
整流する構成では、6f[Hz]成分に同期させる。脈動成分抽出部（500）の振幅検出部では
、交流電源（100）による脈動成分の振幅を検出する。
【００８８】
　　図５の構成では、ＬＰＦにより低周波成分を求め、脈動抽出部（500）のＰＬＬと振
幅検出部により交流電源（100）による脈動成分を求め、これらの成分を直流電圧検出値
から減算して、リンク共振成分を抽出する。
【００８９】
　　図５の構成は、例えば、リンク共振の共振成分の周波数と交流電源（100）による脈
動成分の周波数とが近く、フィルタによる分離が困難（位相遅れなど）な場合などに有用
である。なお、交流電源（100）による脈動成分を抽出できれば、他の構成でもよく、例
えばフーリエ変換を用いて脈動成分の位相と振幅を抽出する構成でもよい。
【００９０】
　　（第２の実施形態）
　　第２の実施形態によるインバータ装置の概略構成を図６に示す。このインバータ装置
では、図３のインバータ装置に対して、電圧異常検出部（215）と、電圧異常検出部（215
）の検出結果に応じてリミッタ（212）の制限値を変更する処理を追加している。
【００９１】
　　このインバータ装置では、電圧異常検出部（215）の検出結果に応じてリミッタ（212
）による制限範囲を調整する。たとえば、電圧異常時には制限範囲を小さくすることで、
共振抑制制御による出力電圧の変動を抑制し、定常時には制限範囲を大きくすることで、
共振抑制制御が正常に動作するようにする。これにより、電圧異常時に合わせて制限範囲
を設定しなくても済むため、制限範囲の設定が容易になる。
【００９２】
　　また、電圧異常検出部（215）の検出結果に応じてリンク共振補償器（213）によるリ
ンク共振補償量を調整するようにしてもよい。たとえば、電圧異常時にはリンク共振補償
量を小さくすることで、共振抑制制御による出力電圧の変動を抑制し、定常時にはリンク
共振補償量を大きくすることで、共振抑制制御が正常に動作するようにする。これにより
、電圧異常時に合わせてリンク共振補償器（213）（の定数）を設定しなくても済むため
、リンク共振補償器（213）（の定数）の設定が容易になる。
【産業上の利用可能性】
【００９３】
　　本発明によるインバータ制御装置およびこれを備えた電力変換装置は、例えば空気調
和機に適用可能である。
【符号の説明】
【００９４】
　　100…交流電源
　　110…コンバータ部
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　　120…リアクトル
　　130…コンデンサ
　　140…インバータ部
　　150…モータ
　　160…出力電流検出部
　　200…ベクトル制御部
　　201…直流電圧検出部
　　202…電圧補正部
　　203…ＰＷＭ算出部
　　204…速度制御器
　　205…電流ベクトル制御器
　　206…電流制御器
　　207…座標変換器
　　208…座標変換器
　　215…電圧異常検出部
　　500…脈動成分抽出部
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　　リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタを介して供給される直
流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供給す
るインバータ（140）を制御する装置であって、
　　出力電圧指令を算出する制御演算部（204～208）と、
　　前記インバータ（140）に供給される直流電力の電圧を検出する直流電圧検出部（201
）からの直流電圧値が直接入力され、当該直流電圧値に基づいて前記制御演算部（204～2
08）からの出力電圧指令を補正する出力電圧補正部（202）と、
　　前記インバータ（140）をＰＷＭ制御するための制御信号を前記出力電圧補正部（202
）からの出力電圧指令に基づいて算出するＰＷＭ算出部（203）と、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の変動成分（当該変動成分は
少なくとも直流成分を含まずかつ前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）成分を含む）を検
出する変動成分検出部（211）と、
　　前記変動成分検出部（211）により検出された変動成分に基づいて、前記ＬＣフィル
タによるリンク共振を抑制するための補償量（リンク共振補償量）を算出するリンク共振
補償部（213）と、
　　前記リンク共振補償量を所定範囲に制限する制限部（212）と、
　　前記制御演算部内の補償器（204～208）のうち前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）
を制御可能な制御帯域を有するいずれかの補償器（206）への入力指令を、前記制限部（2
12）により制限されたリンク共振補償量により補正する補正部（214）とを備えている
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項２】
　　請求項１において、
　　前記制御演算部内のいずれかの補償器への入力指令はトルク指令または電流指令であ
る
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項３】
　　請求項１または２において、
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　　前記制限部（212）の制限値は、前記リンク共振補償量による補正がない場合におけ
る前記ＬＣフィルタによる共振成分の振幅に比べて小さい値に設定されている
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項４】
　　請求項１～３のいずれか１つにおいて、
　　前記インバータ（140）に供給される直流電力は、交流電源（100）からの交流電力を
直流電力に変換するコンバータ（110）により供給されるものであり、
　　前記変動成分検出部（211）は、前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電
圧の前記交流電源（100）による脈動成分を検出する電圧脈動検出部（500）を備え、前記
電圧脈動検出部（500）により検出された脈動成分を前記変動成分から除去する
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項５】
　　請求項１～４のいずれか１つにおいて、
　　前記インバータ（140）に供給される直流電力は、交流電源（100）からの交流電力を
直流電力に変換するコンバータ（110）により供給されるものであり、
　　前記ＬＣフィルタは、その共振周波数（f0）が、前記インバータ（140）に供給され
る直流電力の電圧の前記交流電源（100）による脈動成分の整数倍およびそれらの近傍の
周波数以外になるようにリアクトル（120）およびコンデンサ（130）が選定されている
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項６】
　　請求項１～５のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異
常検出部（215）をさらに備え、
　　前記制限部（212）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前記制限範囲
を調整する
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項７】
　　請求項１～５のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異
常検出部（215）をさらに備え、
　　前記リンク共振補償部（213）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前
記リンク共振補償量を調整する
ことを特徴とするインバータ制御装置。
【請求項８】
　　交流電源（100）からの交流電力を直流電力に変換するコンバータ部（110）と、
　　リアクトル（120）とコンデンサ（130）からなるＬＣフィルタと、
　　前記コンバータ部（110）からの直流電力が前記ＬＣフィルタを介して供給され、当
該直流電力を任意の周波数、任意の電圧値の交流電力に変換して交流電動機（150）に供
給するインバータ部（140）と、
　　前記インバータ部（140）を制御するインバータ制御部（200）と
を有する電力変換装置であって、
　　前記インバータ制御部（200）は、
　　前記インバータ部（140）に供給される直流電力の電圧を検出する直流電圧検出部（2
01）と、
　　出力電圧指令を算出する制御演算部（204～208）と、
　　前記直流電圧検出部（201）によって検出された直流電圧値が直接入力され、当該直
流電圧値に基づいて前記制御演算部（204～208）からの出力電圧指令を補正する出力電圧
補正部（202）と、
　　前記インバータ部（140）をＰＷＭ制御するための制御信号を前記出力電圧補正部（2
02）からの出力電圧指令に基づいて算出するＰＷＭ算出部（203）と、
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　　前記直流電圧検出部（201）によって検出された直流電圧の変動成分（当該変動成分
は少なくとも直流成分を含まずかつ前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）成分を含む）を
検出する変動成分検出部（211）と、
　　前記変動成分検出部（211）により検出された変動成分に基づいて、前記ＬＣフィル
タによるリンク共振を抑制するための補償量（リンク共振補償量）を算出するリンク共振
補償部（213）と、
　　前記リンク共振補償量を所定範囲に制限する制限部（212）と、
　　前記制御演算部内の補償器（204～208）のうち前記ＬＣフィルタの共振周波数（f0）
を制御可能な制御帯域を有するいずれかの補償器（206）への入力指令を、前記制限部（2
12）により制限されたリンク共振補償量により補正する補正部（214）とを備えている
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項９】
　　請求項８において、
　　前記制御演算部内のいずれかの補償器への入力指令はトルク指令または電流指令であ
る
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１０】
　　請求項８または９において、
　　前記制限部（212）の制限値は、前記リンク共振補償量による補正がない場合におけ
る前記ＬＣフィルタによる共振成分の振幅に比べて小さい値に設定されている
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１１】
　　請求項８～１０のいずれか１つにおいて、
　　前記変動成分検出部（211）は、前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電
圧の前記交流電源（100）による脈動成分を検出する電圧脈動検出部（500）を備え、前記
電圧脈動検出部（500）により検出された脈動成分を前記変動成分から除去する
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１２】
　　請求項８～１１のいずれか１つにおいて、
　　前記ＬＣフィルタは、その共振周波数（f0）が、前記インバータ部（140）に供給さ
れる直流電力の電圧の前記交流電源（100）による脈動成分の整数倍およびそれらの近傍
の周波数以外になるようにリアクトル（120）およびコンデンサ（130）が選定されている
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１３】
　　請求項８～１２のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異
常検出部（215）をさらに備え、
　　前記制限部（212）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前記制限範囲
を調整する
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１４】
　　請求項８～１２のいずれか１つにおいて、
　　前記直流電圧検出部（201）により検出される直流電圧の電圧異常を検出する電圧異
常検出部（215）をさらに備え、
　　前記リンク共振補償部（213）は、前記電圧異常検出部（215）の検出結果に応じて前
記リンク共振補償量を調整する
ことを特徴とする電力変換装置。
【請求項１５】
　　請求項８～１４のいずれか１つに記載の電力変換装置を備えている
ことを特徴とする空気調和機。
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